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１．はじめに 

 
 交通と健康に関する議論が近年、活発に行われている。

持続可能性と並んで健康は我が国の長期的な将来を考え

る上で重要なテーマであると考えられる。我が国におい

ては、モータリゼーションと時を同じくして、生活習慣

病の増加や低年齢化が目立つようになった。生活習慣病

とは、厚生労働省によると「食習慣、運動習慣、休養、

喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する

疾患群」であり、代表的なものでは糖尿病、高血圧性疾

患、高脂血症等がある。日本人の三大死亡原因である癌

と肉腫を含めた悪性新生物、心疾患、脳血管疾患も生活

習慣病の一種であり、日本人の死亡原因全体の３分の２

を占めている。厚生労働省の発表によると、日本の国民

医療費３２兆１千億円のうち、生活習慣病に関する医療

費だけで７兆５千億円、約４分の１に上っている。 
事実、我が国において生活習慣病に罹っている人々

の数は増える傾向にある。厚生労働省の調査によれば、

糖尿病が強く疑われる人（ヘモグロビンA１cの値が６．

１％以上、または、質問票で「現在糖尿病の治療を受け

ている」と答えた人）の数は１９９７年の６９０万人か

ら２００２年の７４０万人に増えている。６０歳未満に

おけるこの割合は減少しているものの、６０歳以上では

ほぼ増加している1)。厚生労働省は、また、過去２０年

間に肥満者（ＢＭＩ２５以上）である男性の割合が急激

に増えていることを示している（図－１2））。ＷＨＯに

よる国際統計3)によれば、我が国における肥満者の割合

は比較的少なく、男性２７％、女性２１％となっている。

米国では、男性７１％、女性６２％である。しかし、男

性、女性に関わらず、年齢の上昇にともなうＢＭＩの顕

著な増加は、近い将来におけるＢＭＩと生活習慣病の全

般的な増加を意味しているものと考えられる。我が国で

は、２００５年から２０３５年にかけて、全人口が１３ 
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％減少するものの、６５歳以上の人口割合は２０％から

３４％に増加すると予測されているためである。したが

って、徒歩や自転車利用などの身体活動を伴う交通行動

の促進などの予防手段による潜在的な医療費節減額は非

常に大きくなると考えられる。 
 ところで、米国を中心に海外では都市交通計画、ある

いは都市計画において都市環境と健康問題が精力的に議

論されているが、我が国における議論はまだそれほど多

くはない状況にあると考えられる。このような背景から、

本研究では、海外の研究事例の一部をレビューしながら、

我が国の都市交通計画における都市環境と健康問題の位

置づけに関して検討する。 
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図－１ 過去２０年における肥満者  
（ＢＭＩ２５以上）割合の推移2) 

 



海外の研究事例においては都市環境と健康との間の

因果関係に関する議論や都市環境整備による身体活動を

伴う徒歩や自転車などの交通手段利用へのインパクト評

価などが数多く成されている。また、一部の国では健康

便益を都市交通プロジェクトの評価に組み込むことを検

討しており、これにより比較的大きな便益が捕捉される

可能性があることが示唆されている。以下では、これら

の点に着目して既存の研究をレビューする。 
  
２．都市環境と健康との間の因果関係など 

 
 Sallis et al.4)、Saelens et al.5)の研究レビューにみられ

るように、海外では公衆衛生分野と都市計画、都市交通

計画分野が近年、緊密な協調関係の下、都市環境と健康

に関する研究を行っている。その主題は、いかに身体活

動を伴う交通行動、特に徒歩、自転車利用等を増加させ

るかという点にある。特に、多くのスプロール市街地が

見られる米国においては、自動車依存型社会を人工的な

都市環境（Built Environment）として表すスプロールこ

そ身体活動を伴う交通手段の選択を阻害し、結果的に健

康を損ない肥満を生み出す元凶と見られている。逆に、

身体活動を誘発するような都市環境を作れば、身体活動

を伴う交通手段の選択が増えるのではないかという期待

もある。特に、「歩きやすい」ニューアーバニズムに基

づく都市環境デザインを持つ住宅地を整備することによ

り、徒歩等を増加させることができるといった仮説に基

づく研究が多くなっている。 
Sallis et al. 4) は、「歩きやすさ」と関係すると考え

られる都市環境デザイン変数の異なる住宅地において、

徒歩や自転車利用回数の相違を検討した１１の研究をレ

ビューしている。これによれば「歩きやすい」環境を持

つ住宅地に住む住民は、「歩きにくい」環境を持つ住宅

地に住む住民よりも、週に約２倍の徒歩トリップを行う

ことが報告されている。また、１１の研究すべてにおい

て、都市環境デザイン変数は徒歩や自転車利用と関係が

あることが示されている。特に人口密度と徒歩トリップ

との間の正の相関関係には一貫性があり、土地利用混合

（買物、通勤、その他の目的に関する土地利用の近接

性）は４つの研究において徒歩や自転車利用と関係があ

ると報告されている。 
都市環境デザインが交通行動における交通手段とし

ての徒歩の量を増加させるのか、身体運動における運動

形態としての徒歩の量を増加させるのか、という点は政

策上重要な問題である。Handy6)によれば、異なる都市

環境を持つ住宅地間においても運動のための徒歩トリッ

プには相違が無く、買物や通勤目的の徒歩トリップにお

いて相違が生じている。一方、Frank et al.7)らは、「歩

きやすい」住宅地に住む住民は、交通手段としての徒歩

も含めて、徒歩の量全体が増えているという結果を得て

いる。 
また、都市環境デザイン変数と身体活動を伴う交通

との相関関係を示すことができたとしても、前者が後者

に与える因果関係を特定するのは容易ではない。例えば、

スプロール住宅地とニューアーバニズム住宅地とで徒歩

の量を計測した結果、（所得や年齢などの見せかけの要

因を排除した上で）前者の方が後者よりも多かったとし

ても、これは都市環境により両住宅地における徒歩の量

の差が生じたと解釈することも、ライフスタイルとして

徒歩を好む人々が歩きやすいニューアーバニズム住宅地

を選択しているという自己選択の結果、徒歩の量の差が

生じたと解釈することもできる。後者の場合には、都市

環境デザインを持つ住宅地を整備することにより、徒歩

等を増加させることができるという仮説は支持されない。

このような自己選択か因果関係かという問題は、近年精

力的に検討が成されており、いくつかの特集が組まれて

いる8)9)。Chen, C. et al.10)は、ライフスタイルなどの変

数をコントロールしたとしても、都市環境デザインが身

体活動を伴う交通行動を促すという因果関係を支持する

結果を得ている。 
 
３．都市交通プロジェクトの評価における健康便益 

 
 これまでに英国をはじめ、米国、ノルウェー等多くの

国において、健康増進のために歩道、自転車専用路ネッ

トワークの整備や政策の見直しに関する研究が行われて

きている。それらの研究の一部では、新たな歩道・自転

車専用路ネットワーク、駐輪場等の整備のための投資、

自動車交通依存の緩和政策の評価方法として、費用便益

分析が用いられてきた。費用便益分析においては、交通

手段を自動車から徒歩・自転車利用へ転換することによ

って変化する交通事故の危険性に関する費用等と、身体

活動が増加した結果として得られる健康増進の便益を、

如何にして金銭価値で表し、分析に組み込むかが課題と

されてきた。既に、英国11)、WHO12)などが健康増進の

便益を費用便益分析に組み込むためのマニュアルを準備

している。 
初期の例としては、2000年においてElvik13)が仮説的研

究「ideally designed」を発表し、「危険」と「健康」と

いう要素を費用便益分析に導入した。その後、この研究

はSælensminde14)らに支持され、費用便益分析により多

くの要素導入を図るべく研究が進められている。ノルウ

ェーでは、国家的プロジェクトとして健康増進のための

歩道・自転車専用路ネットワーク整備が計画されており、

Sælensminde14)はこのプロジェクトを対象とした費用便

益分析の検討を行っている。2004年にSælensminde14)が

発表した論文によれば、ノルウェーにおける三大都市 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Hokksund、Hamar、Trondheimにおける新しい歩道・自

転車専用路ネットワーク整備に関して、危険性や健康増

進、交通費の減少等を考慮した費用便益分析が行われて

いる。 
表－１に示すように、健康状態に関するコスト減少

分として、重度の疾病（長期入院を要する疾病、死亡確

率の高い疾病やそれに繋がる生活習慣病）、或いは軽度

の疾病（短期休養で治る疾病、風邪等）を徒歩・自転車

利用の促進によりどれだけ予防・緩和することができる

かが算出されている。その結果、いずれの都市において

も重度の疾病を予防する効果が特に大きいことがわかっ

た。この結果から、個人の交通行動において徒歩・自転

車利用を促進することによる健康状態への影響は、大き

いものと考えられる。 

 最近では、Cavil et al.15)が、徒歩や自転車利用に関わ

るインフラ整備や政策の健康便益の評価に関する包括的

なレビューを行っている。Cavil et al.15)は、研究目的に

関する4264本の資料から16本を選定し、それらの対象国、

評価手法、対象交通手段（徒歩、自転車）、対象人口、

費用項目（インフラ整備・維持管理、交通事故など）、

健康便益項目（死亡、罹病、肥満など）、評価結果など

を詳細に検討している。 

 図－２に示すように、選定された資料における費用便

益比は、-0.4から32.5まで分布しており、その中間値は

5であった。ほとんどが正の費用便益比となっているが、

1資料だけ負の費用便益比となっている。これは整備す

べきインフラの利用者数が低く推定されていることによ

っている。また、図－３は、新たな自転車利用者１人の

価値の分布を表したものである。これらの値は127から1

290 EUROまでばらついている。比較的高い費用便益比や

新たな自転車利用者の価値は、もし、健康便益を費用便

益分析に組み込めば、身体活動を伴う徒歩や自転車利用 

 

 

 

前述の費用便益分析に関する研究では、研究者によ

って、或いは国や都市によって考慮する変数や計算結果

に相違はあるが、いずれの研究も新たに歩道等を整備し

て高額なインフラコストを要したとしても、交通手段を

自動車利用から徒歩・自転車利用に変えて健康を増進す

ることが、最終的には有益であるとしている。 
 

 

表－１ 歩道・自転車専用路ネットワークの

整備に関する費用便益分析14)

便益とコスト(NOK) Hokksund Hamar Trondheim

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に関わるインフラ整備や政策に大きな影響を与えること

が示唆される。 

 

４．我が国の都市交通計画分野における研究状況 

 
 我が国においても、日本人の健康状態と政府の健康対

策をレビューした上で、ウォーキングコースのあり方を

市民意識調査を基に検討した杉浦他16)、行動群ごとに歩

行量を推定し、歩行量増加のための行動変容の可能性を

検討した谷口他17)、住区群の違いが居住者の歩行量に及

ぼす影響を検討した谷口他18)の研究を端緒として、いく

つか身体活動を伴う交通行動と健康との相互関係を検討

した研究例がみられるようになってきている。村田他19)

は健康便益を組み込んだ交通施設の費用便益分析の事例

などを紹介した上で、通勤交通手段選択とＢＭＩとの相

互関係を検討している。難波他20)は、都市環境が異なる

４つの住宅地の通勤者を対象とした通勤行動と健康に関

するアンケート調査を実施し、ＢＭＩ、通勤時と非通勤

時における身体活動量、ライフスタイル、都市環境の相

互関係に関する検討を行っている。 

事故(不変と想定) 0 0 0
動時間(不変と想定) 0 0 0
在の歩行者の危険性減少分 4.2 2.7 107.7
在の自転車利用者の危険性減少分 9.5 6.1 398.2
来の歩行者の危険性減少分 0.5 0.4 13.7
来の自転車利用者の危険性減少分 3.5 2.3 100.7
動車・公共交通通学者のコスト減少分 2.6 1.1 3.6

の疾病におけるコスト減少分 16.7 35.4 269.2
の疾病におけるコスト減少分 97.7 206.6 1572.4
車・バス交通における運用コスト減少分 9.4 20 124.4

用者における駐車場用地の減少分 9.5 34.6 433.4
益 153.6 309.2 3023.3

に関するコスト 23.6 15.8 600
ンス・コスト 1.6 1 39.5

5 3.4 127.9
30.2 20.2 767.4

/コスト比 4.09 14.34 2.94
                      １NOK=17.12円

歩道・自転車専用路に関する便益

歩道・自転車専用路に関するコスト

移
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図－２ 一部の研究における費用便益比15)

建設
メンテナ
税金
総コスト
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図－３ 一部の研究における新たな自転車

利用者の価値(EURO/人)15)



総じて、我が国の都市交通計画分野における都市環

境と健康問題に対する位置付けは低く、都市交通プロジ

ェクトの評価において健康便益が組み込まれた例や便益

評価手法自体を検討した例は、モビリティマネジメント

などの少数の例外を除いてほとんどないようである。一

方、公衆衛生分野では、この主題に関する研究蓄積が進

んでおり、都市交通計画や都市計画分野が学ぶべき点も

少なくないように思われる21)。 
 

５．終わりに 

 
本研究では、海外の研究事例の一部をレビューしな

がら、我が国の都市交通計画における都市環境と健康問

題の位置づけに関して検討した。海外の研究事例におい

ては都市環境と健康との間の因果関係、健康便益を都市

交通プロジェクトの評価に組み込む際の課題に関する検

討が精力的に進められていることが示された。また、歩

道・自転車専用路の整備などを対象とした費用便益分析

における健康便益の組み込みに関しては、比較的大きな

便益が捕捉される可能性が高く、今後我が国でも検討す

る必要が生じるであろう。 
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